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調査結果の概要 

調査名 調査期間 調査票配布数 有効回答数 有効回答率

全国農業法人実態調査 2023 年 9月～ 2024 年 2月 2,079 1,382 66.5%

調査対象：公益社団法人日本農業法人協会会員　　　　
実施方法：WEB及び郵送留置法
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19.0%

18.1%

29.5%

13.2%

7.2%

13.0%

～5,000万円

5,000万円～１億円

１億円～３億円

３億円～10億円

10億円以上

無回答

43.8%

41.5%

11.6%

1.0% 2.1% 株式会社

特例有限会社

農事組合法人

合同会社

その他

26.3%

31.7%4.8%

24.7%

2.7%
7.4% 2.3%

生産

生産・販売

生産・加工

生産・販売・加工

生産・販売・観光

生産・販売・加工・観光

その他

会社形態 （N=1,382）

■ 会社形態は、特例有限会社を含む株式会社が85.3％。
■ 生産以外にも加工や販売など多角化に取組んでいる先は73.7％。
■ 売上規模の回答があった先のうち、１億円以上の先は57.3％、10億円以上の先は8.3％。

23.2%

13.5%

3.0%15.7%
8.8%

15.4%

20.5%

北海道・東北

関東

東海

北信越

近畿

中国・四国

九州・沖縄

地域 （N=1,382）

売上規模 （N=1,382）

経営の多角化 （N=1,382）

57.3%が１億円以上
（無回答を除く）

8.3%が10億円以上
（無回答を除く）85.3%が株式会社

（特例有限会社も含む）

73.7%が多角化

会社形態・売上規模・経営の多角化・地域構成1-1
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53.5%

36.8%

27.9%

55.3%

59.2%

42.6%

60.7%

72.1%

38.8%

38.6%

3.9%

2.5%

6.0%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他（N=155）

畜産（N=201）

果樹（N=111）

野菜（N=369）

稲作（N=414）

平地農業地域 中山間農業地域 都市的地域

業種*

■ 業種では「稲作」が最も多く32.2%、次いで「野菜」が28.6%、「畜産」が18.0%。
■ 営農地域は、稲作と野菜で「平地農業地域」が最も多く、果樹と畜産で「中山間農業地

域」が最も多い。「都市的地域」の割合が最も高かったのは野菜で6.0％。

（N=1,382）

業種別営農地域 （N=1,250）

＊ 業種は主たる業種を集計

業種・営農地域1-2

５

稲作

32.2%

野菜

28.6%

畜産

18.0%

果樹

8.8%

その他

12.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

畜産 18.0%  

■養豚 4.7%

■酪農 3.8%

■肉用牛 3.3%

■採卵鶏 4.6%

■ブロイラー 1.1%

■その他畜産 0.7%

その他 12.4%  

■麦類・穀類・芋類・工芸 5.2%

■花き 4.1%

■きのこ 2.1%

■その他耕種 1.1%
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67.7

34.6

10.0
17.1

5.3 3.01.8 1.0 0.7
0

20

40

60

80

稲作 露地野菜 果樹

当協会会員平均

   稲 作 （N=441）

   露地野菜 （N=173）

   果 樹 （N=108）
法人経営体平均*

（㏊）

■全国*

■ 全国平均と比べ、当協会会員の土地利用型の経営規模は「稲作」37.6倍、「露地野菜」34.6倍、
 「果樹」14.3倍、「施設園芸」8.1倍。

■ 「稲作」を15ha以上耕作している経営体の割合は、当協会会員は93.0％、全国では1.8％と
大規模先が多い。

23,339.5

6,974.4

2,896.6

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

施設園芸（施設野菜・施設花き）

当協会会員平均

施設園芸 （N=227）

法人経営体*

(㎡)

■全国*

92.6%

2.3%

5.6%

4.8%

1.8%

93.0%

0% 50% 100%

全国*

当協会

会員

（N=441）

５ha未満 ５～15ha未満 15ha以上

95.9%

31.9%

2.7%

17.0%

1.5%

51.2%

0% 50% 100%

全国*

当協会

会員

（N=389）

５ha未満 ５～10ha未満 10ha以上

96.8%

16.2%

2.4%

17.1%

0.7%

66.7%

0% 50% 100%

全国*

当協会

会員

（N=117）

３ha未満 ３～５ha未満 ５ha以上果樹野菜稲作

耕種 施設園芸

土地利用型

＊ 「2020年農林業センサス」（農林水産省）（ https://www.maff.go.jp/j/tokei/census/afc/2020/ ）をもとに
（公社）日本農業法人協会作成。（以下、「 2020年農林業センサス」と表記）

  【参考】「2020年農林業センサス」の農業経営体（全国）は107万6千経営体、うち法人経営体は3万1千経営体。

全国比
37.6倍

法人経営体比
4.0倍

全国比
34.6倍

法人経営体比
6.5倍

全国比
14.3倍

法人経営体比
3.3倍

全国比
8.1倍

法人経営体比
3.3倍

経営規模1-3
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経営規模
■ 全国平均と比べ、当協会会員の畜産の経営規模は、「肉用牛」38.4倍、「酪農」8.1倍、「養豚」5.2倍、

 「採卵鶏」4.4倍。
■ 「肉用牛」を500頭以上飼育している経営体の割合は、当協会会員は66.7％、全国では3.5％と
     大規模先が多い。

2161.8

774.8
640.1

253.2
422.5

276.6 214.8 155.656.3 95.8 123.1 57.9
0

500

1,000

1,500

2,000

肉用牛（肥育・繁殖） 酪農（乳用牛） 養豚（母豚） 採卵鶏

（頭･千羽）

98.0%

28.0%

1.2%

34.0%

0.9%

38.0%

0% 50% 100%

全国*

当協会

会員

（N=50）

１～199頭 200～499頭
500頭以上

64.8%

4.8%

18.3%

25.8%

16.9%

69.4%

0% 50% 100%

全国*

当協会

会員

（N=62）

１～1,999頭 2,000～4,999頭
5,000頭以上

畜産

酪農 養豚 採卵鶏

肉用牛

畜産

＊ 2020年農林業センサス

64.8%

8.1%

18.3%

54.8%

16.9%

37.1%

0% 50% 100%

全国*

当協会

会員

（N=62）

１～9,999頭 10,000～99,999頭
100,000頭以上

93.7%

15.6%

2.8%

17.8%

3.5%

66.7%

0% 50% 100%

全国*

当協会

会員

（N=45）

１～299頭 300～499頭
500頭以上

全国比
38.4倍

法人経営体比
5.1倍

全国比
8.1倍

法人経営体比
2.8倍

全国比
5.2倍

法人経営体比
3.0倍

全国比
4.4倍

法人経営体比
1.6倍

1-4

■全国*

７

当協会会員平均

肉用牛

  （肥育・繁殖）（N=45）

酪農（乳用牛）（N=50）

養豚（母豚）（N=62）

採卵鶏（N=62）
法人経営体平均*
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1,184 
1,217 1,215 

1,174 1,186 

722 731 731 731 715 

517 
604 609 

654 668 

407 340 338 338 356 

300

500

700

900

1,100

1,300

2019 2020 2021 2022 2023

肉用牛（N=22・肥育牛頭数）
養豚（N=33・母豚頭数）
酪農（N=22・経産牛頭数）
採卵鶏（N=23・飼養羽数（千羽））

■ 業種によってバラツキがあるものの、経営規模は概ね拡大傾向。

■ 特に「稲作（77.4ha）」は、他の業種と比べ拡大が進んでいる。

畜産*

14,905 14,952 
15,390 

15,506 15,878 

13,714 
13,762 13,667 

14,491 
14,886 

7,468 
7,851 

9,376 9,376 9,376 

7,000

9,000

11,000

13,000

15,000

2019 2020 2021 2022 2023

施設花き・花木（N=16）
施設野菜（N=21）
きのこ（N=8）

施設型*

69.5 
72.1 

74.7 76.9 77.4 

31.3 31.9 33.4 32.0 32.3 

10.2 10.3 10.3 10.2 10.3 

5

20

35

50

65

80

2019 2020 2021 2022 2023

稲作（N=238）
露地野菜（N=62）
果樹（N=42）

土地利用型*
（単位：ha） （単位：㎡）

＊ ５年連続で回答した先のみ集計。

業種別の平均経営規模の推移1-5
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87.0%

26.1%

2.8%

8.8%

23.8%

7.4%

2.1%

14.1%

11.6%

1.3%

15.9%

20.8%

0.7%

15.6%

42.1%

0.1%

4.5%

15.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国*

法人経営体*

当協会会員

～1,000万円未満 1,000万円～3,000万円未満 3,000万円～5,000万円未満 5,000万円～１億円未満 １億円～５億円未満 ５億円以上

■ 売上高規模別では「１億円以上」の先は57.3％となっており、全国の0.8％を大きく
上回る。全業種の平均売上高は３億9,214万円。

■ 一方、「1,000万円未満」の先は2.8％となっており、全国の87.0％と比べ僅少。

売上高規模別割合

* 2020年農林業センサス

57.3%
１億円
以上

20.1%
１億円
以上

0.8%
１億円
以上

売上規模1-6

９

（N=1,203）
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6.7%

1.7%

1.8%

2.5%

2.1%

3.7%

27.5%

31.2%

20.7%

31.1%

30.4%

5.2%

5.3%

5.0%

6.4%

7.4%

13.7%

30.3%

19.8%

19.7%

29.8%

6.7%

41.4%

35.1%

20.0%

19.1%

40.7%

49.0%

25.7%

38.2%

27.9%

33.8%

33.3%

25.9%

29.8%

42.5%

44.7%

22.2%

7.8%

10.1%

15.7%

19.7%

5.0%

53.3%

25.9%

28.1%

30.0%

27.7%

25.9%

2.0%

2.8%

5.6%

1.6%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ブロイラー （n=15）

採卵鶏 （n=58）

養豚 （n=57）

肉用牛 （n=40）

酪農 （n=47）

きのこ （n=27）

花き （n=51）

果樹 （n=109）

野菜 （n=338）

麦類・穀類・芋類・工芸 （n=61）

稲作 （n=382）

～5,000万円未満 5,000万円～１億円未満 １億円～３億円未満 ３億円～10億円未満 10億円以上

■ 平均売上高は、全業種で３億9,214万円、 耕種は１億9,643万円、畜産は12億4,283万円。

業種別 平均売上高

耕
種

畜
産

（全業種平均売上高）

３億9,214万円
（N=1,203）*¹・*²

（耕種平均売上高）

１億9,643万円

（畜産平均売上高）

12億4,283万円

売上の構成①（業種別）1-7

10
*1 業種は主たる業種を集計
*2 N=1,203のうち、「その他耕種」「その他畜産」の計18は省略

１億0,948万円

２億5,532万円

２億5,191万円

１億8,768万円

１億6,781万円

６億3,731万円

12億6,942万円

13億1,734万円

７億3,602万円

14億8,663万円

24億9,923万円
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1,400 

1,528 

1,433 
1,474 

1,537 

1,300

1,400

1,500

1,600

2019 2020 2021 2022 2023

（単位：万円・N=140）＊

■ ５年連続で回答した先の売上高の推移は、前年比104.4％の３億3,484万円で増加傾向。
■ 従事者１名あたりの売上高の推移は、前年比104.2%の1,537万円と生産性は向上。
■ 規模拡大の意向は土地利用型は「拡大したい」が48.7%、畜産は「現状維持」が 70.0％ 。

38.5%

31.9%

35.6%

25.7%

38.4%

38.6%

35.8%

29.7%

25.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2021

（N=1,393）

2022

（N=1,333）

2023

（N=1,318）

増収 横這い 減収

28,999 30,862 

30,421 
32,094 

33,484 

28,000

30,000

32,000

34,000

2019 2020 2021 2022 2023

売上高の推移

従事者１名あたり売上高の推移

売上前年比の売上実績推移

今後１年間の作付面積・飼養頭羽数予定

（単位：万円・N=140）＊

* ５年連続で回答した先のみ集計

25.4%

48.7%

70.0%

47.8%

4.6%

3.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

畜産

（N=240）

土地利用型

（N=922）

拡大したい 現状維持 縮小したい

売上の構成②（推移・前年比など）1-8
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■ 販売先は、稲作・畜産が「農協系統」、野菜が「小売業者」、果樹が「個人消費者
（直売所等）」の割合が高い。

■ 「個人消費者（オンライン）」については、「果樹」が7.5％と最も高い。

20.5%

39.8%

9.3%

17.6%

39.7%

14.1%

22.6%

3.7%

16.8%

23.6%

19.2%

11.9%

19.6%

25.8%

8.9%

19.2%

8.8%

12.1%

11.5%

5.2%

2.6%

7.5%

0.5%

1.7%

9.0%

6.2%

31.8%

6.6%

4.4%

9.6%

7.5%

4.7%

14.8%

8.4%

5.8%

3.1%

11.2%

6.3%

8.1%

その他 

（N=156）

畜産

（N=226）

果樹

（N=107）

野菜

（N=364）

稲作

（N=406）

農協系統 農協以外の集出荷団体 小売業者 卸売市場

個人消費者（オンライン） 個人消費者（直売所等） 食品製造業・外食産業 複数販売先

（N=1,259）主な販売先*¹

*１ 販売先別の取扱い額の割合が最も高い販売先を集計。
*２ 販売先別の取扱い額の割合が割合が最も高い販売先が複数ある場合は、「複数販売先」として集計。

  （例：「小売業者」 50%、「個人消費者（オンライン）」50% → 「複数販売先」）

業種別の主な販売先1-9
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■ 経営の多角化に取組む先は73.7％で、全国平均の8.2％及び法人経営体平均の24.3%を大きく
上回る。

■ 稲作は「生産・販売」と「生産・販売・加工」、野菜は「生産」と「生産・販売」、
果樹は「生産・販売・加工」と「生産・販売」、 畜産は「生産」の割合が多い。

21.5%

49.8%

5.0%

30.6%

16.9%

31.4%

14.9%

24.8%

29.6%

44.9%

8.7%

3.2%

3.3%

6.1%

3.6%

27.9%

23.7%

28.1%

20.8%

26.7%

2.3%

0.4%

9.9%

2.8%

2.2%

6.4%

6.0%

24.0%

7.1%

4.3%

1.7%

2.0%

5.0%

3.0%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

（N=172）

畜産

（N=249）

果樹

（N=121）

野菜

（N=395）

稲作

（N=445）

生産 生産・販売 生産・加工
生産・販売・加工 生産・販売・観光 生産・販売・加工・観光
その他

経営の多角化と業種構成の割合

* 2020年農林業センサス

（N=1,382）

73.7%

24.3%

8.2%

0%

20%

40%

60%

80%

当協会

会員平均

（N=1,382）

法人経営体

平均*

全国平均*

経営の多角化取組先の割合

全国比
+65.5ポイント

法人経営体比
+49.4ポイント

経営の多角化1-10
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～20代 0.0%

～20代 0.6%

～20代 0.2%

1.8%

7.1%

4.4%

5.5%

16.3%

25.2%

13.9%

19.2%

22.0%

34.1%

32.7%

25.7%

30.7%

21.0%

19.6%

13.6%

3.1%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国*

法人経営体*

当協会会員平均

（N=1,312）

～20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代以上

経営者年齢階層別割合

■ 経営者平均年齢は58.3歳と全国平均と比べ9.5歳若い。
■ 全国平均と比べ「20代」～「50代」の割合が多く、「70代」以上の割合は少ない。

* 2020年農林業センサス

（無回答を除く）

51.8%

43.2%

21.2%

平均年齢 58.3歳

平均年齢 67.8歳

経営者年齢階層1-11
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3.5% 11.3% 14.0% 13.0% 29.6% 15.9% 11.7%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～５年未満 10年未満 15年未満 20年未満
30年未満 40年未満 40年以上 無回答

43.1%

31.8%

11.0%

7.0%
7.1%

創業者

2代目

3代目

4代目以降

無回答

■ 経営者が「２代目以降」の経営先は49.8％と創業者の43.1%を若干上回っている。
■ 設立年数は「（20年以上）30年未満」が約３割と最も多い。
■ 設立年数が15年を超えると「創業者」の割合が過半を割る。

9.9%

27.7%

36.4%

46.7%

68.9%

71.2%

73.5%

46.2%

40.7%

41.8%

39.9%

32.8%

18.7%

11.5%

4.1%

23.1%

21.0%

15.5%

11.0%

10.6%

5.2%

5.1%

4.1%

18.5%

10.9%

6.6%

2.8%

2.1%

1.9%

4.1%

15.4%

9.9%

4.1%

6.1%

7.2%

5.2%

10.3%

14.3%

15.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40年以上

（N=162）

40年未満

（N=220）

30年未満

（N=409）

20年未満

（N=180）

15年未満

（N=193）

10年未満

（N=156）

～5年未満

（N=49）

無回答

（N=13）

創業者 ２代目 ３代目 ４代目以降 無回答

経営者○代目 設立年数と経営世代の内訳

経営者の年齢と承継代別割合

（N=1,382） （N=1,382）

設立年数 （N=1,382）

「２代目以降」

49.8%

1-12
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19.0 18.9 20.1 20.2 20.6

10

20

30

2019 2020 2021 2022 2023

■ 平均役員数は3.2名で、平均従事者数*¹は20.9名。
■ 過去５年の平均従事者*2の推移は、20名前後で横這いとなっている。

*1 従事者数=役員、正社員、常勤パート人数の合計
*2 5年連続で回答した先のみ集計。

13.1% 26.8% 28.0% 15.9% 6.5% 9.7%役員数 （N=1,363）

１名 ２名 ３名 ４名 ５名 ６名以上役員と従事者数別の割合

45.0%

28.9%

15.2%

7.6%

3.2% 1~4名
5~9名
10~19名
20~49名
50名以上

正社員雇用者数 常勤パート雇用者数平均従事者数の推移

役員数・従事者数など

（N=1,242） （N=1,041）

9.2% 32.7% 30.9% 20.0% 4.7% 2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従事者数（N=1,373）

１~４名 ５~９名 10~19名 20~49名 50~99名 100名以上

50.4%

20.8%

16.2%

9.8%

2.7% 1~4名
5~9名
10~19名
20~49名
50名以上

（単位：人・N=633）＊2 

平均正社員数

11.1名

平均常勤パート数

10.0名

1-13

16

平均役員数

3.2名

平均従事者数

20.9名
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■ 女性を雇用している割合は、88.9％と全国平均を18.1ポイント上回る。
■ 女性が経営に参画している割合は、52.9％と全国平均を15.1ポイント上回る。
■ 外国人技能実習生受入先は337社で、全体の24.5％。そのうち、６名以上雇用が39.8%。
■ 特定技能外国人雇用先は251社で、全体の18.3%。そのうち、1～２名雇用が47.4％

70.8%

73.4%

88.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国*

法人経営体*

当協会会員

（N=1,373）

37.8%

52.9%

62.2%

47.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国平均*

当協会会員

（N=1,373）

経営方針に関与 関与なし

ダイバーシティ①（女性活躍・外国人材等）

女性雇用先の割合 女性参画の割合

88.9％

11.1%

役員のみ………………10.1%
社員のみ………………  9.9%
パートのみ……………  6.6%
役員・社員……………10.7%
役員・パート…………  8.7%
社員・パート…………19.5%
役員・社員・パート…23.5%

男性のみ………………11.1%

女性が経営に参画している割合

18

6

5

20

40

101

134

36

35

39

52

41

52

20

23

37

54

65

0 50 100 150

６名以上

５名

４名

３名

２名

１名

特定技能外国人（N=251） 外国人技能実習生（N=337） 障がい者（N=190）

特定技能外国人・外国人技能実習生・障がい者（N=1,373）

* 2020年農林業センサス

全国比
+18.1ポイント

法人経営体比
+15.5ポイント

全国比
+15.1ポイント

平均女性役員数
1.4名

1-14

17

農業分野における
「ビジネスと人権」

対応マニュアル
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ダイバーシティ②（外国人材）
■ 外国人材*の活用意向について、 20.9％が 「人数を増やしたい」と回答した一方、59.1％が「活用は

考えていない」と回答。
■ 外国人材の活用課題は、「監理団体や登録支援機関への管理コスト」が最も多く、次いで「優秀な人

材の獲得競争」。

（N=1,290）

192

102

94

49

16

監理団体や登録支援機関への管理コスト

優秀な人材の獲得競争

書類作成等の事務負担

定着率の向上

その他

外国人材の活用課題 複数回答 （単位：先・N=453）

（N=495）

20.9%

18.0%

1.9%

59.1%
（新規含め）人数を増やしたい
人数を維持したい
人数を減らしたい
活用は考えていない

46.7%53.3%
季節雇用したい

季節雇用は必要ない

外国人材の活用意向

季節雇用の意向

328

69

12

11

9

3

6

労働力の安定化

日本人の応募が無い

国際貢献

離職率が低い

社内の活性化

人件費が安い

その他

複数回答 （単位：先・N=438）外国人材の活用理由

外国人材
平均雇用人数

8.9名

1-15
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人材確保①（採用ルート・人材募集の課題・福利厚生）

採用ルート

■ 採用ルートについては、「ハローワーク」が最も多く、次いで「知人の紹介（縁故）」。採用に費用を
     かけない実態もうかがえる。
■ 人材募集の課題としては、「他産業との労働条件の違い」と「他産業との賃金格差」があげられた。
■ 農業は季節的条件・天候等に左右されやすいことから、労働時間等が労働基準法の適用除外となっている

 が、福利厚生等の取組みとして「残業手当」や「割増賃金」を取入れている先が多い。

830

656

604

303

181

124

63

ハローワーク

知人の紹介（縁故）

求人情報サイト

学校での求人・説明会

インターンシップ

地元求人誌・チラシ

その他

複数回答（単位：先・N=1,296）

人材募集の課題 複数回答（単位：先・N=1,299 ）

730

718

643

223

48

117

他産業との労働条件の違い

他産業との賃金格差

農業に対するイメージ

地域間での賃金格差

その他

課題はない

1-16

19

福利厚生等の取組み

997

978

907

588

481

437

425

403

316

246

238

186

171

137

34

通勤手当

残業手当

就業規則

割増賃金

変形労働時間

育児休暇

退職金（中退共）

産前産後休暇

住宅手当

介護休暇

退職金（企業）

育児介護短時間勤務

生理休暇

看護休暇

その他

複数回答（単位：先・N=1,284）
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人材確保②（人事評価制度）
■ 人事評価制度を「実施している」先は44.0％。そのうち、人事評価基準を「明文化している」

 先は、未回答先（30先）を除き42.3％。
■ 人事評価制度の課題としては「評価者の作業負担がかかる」や「評価基準を定めるのが困難」

が多い。

1-17

20

（N=1,337）

471

424

318

165

142

25

3

給与

賞与

昇進・昇格

幹部登用

人事配置

採用

その他

人事評価の結果反映 複数回答 （単位：先・N=534）

（N=558）

44.0%56.0%
実施している

実施していない

42.3%

42.1%

15.6% 明文化している

明文化していないが今後

する予定
明文化する予定はない

人事評価の実施状況

人事評価基準の明文化

468
453

308
272

209
138

103
96

34
56

評価者の作業負担がかかる
評価基準を定めるのが困難

評価に見合った処遇ができない
具体的方法がわからない

評価がマンネリ化する
職務遂行能力が把握できない

関係の悪化
運営コストがかかる

外部に協力者がいない
その他

複数回答 （単位：先・N=1,121）人事評価制度の課題

人事評価制度導入の手引き
（畜産経営体向け）
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２ 章
農業経営をとりまく課題と取組み



■ 現在、抱えている経営課題は、「資材コスト」が60.1%と最多。長年経営課題のトップで
あった「労働力」は３番目に後退し、新設項目「人材の育成」と「経営力の向上」が上位へ。

■ 労働安全衛生法の規則改正により、令和６年４月１日から農作業事故防止に関する雇入時
教育が義務付けられたが、「農作業安全対策」を経営課題とする先は7.8％と僅少。

現在の経営課題

稲作
１位

２位

〃

４位

５位

〃

60.3%

59.3%

51.1%

48.7%

47.4%

資材コスト

人材の育成

労働力

経営力の向上

価格転嫁ができない

野菜

61.9%

55.8%

42.5%

40.7%

37.2%

人材の育成

労働力

資材コスト

経営力の向上

人材の定着

果樹

70.0%

59.5%

51.1%

32.5%

31.6%

資材コスト

労働力

人材の育成

人材の定着

価格転嫁ができない

畜産

複数回答（単位：先・N=432）

複数回答（単位：先・N=378）

複数回答（単位：先・N=113）

複数回答（単位：先・N=237）

60.1%
53.1%
52.3%

42.0%
35.5%

31.8%
26.8%
26.0%

21.0%
19.2%

18.0%
13.1%
10.9%
9.5%
9.0%
8.9%
7.8%
6.2%
4.4%
4.1%
2.8%
2.7%
1.4%

資材コスト（肥料、飼料、農機等）

人材の育成

労働力（雇用者、外国人材等）

経営力の向上

価格転嫁ができない

人材の定着

流通コスト

農産物の販売価格（市場価格低迷）

資金調達

基盤整備

経営継承

国内販路の開拓

６次産業化

技術開発（品種、AI、農業機械等）

農地制度（農地法、農振法等）

輸出

農作業安全対策

税制（相続・贈与・経営継承等）

農産物の安全・安心

環境政策（みどり戦略等）

セーフティネット（保険等）

法規制

その他

現在の経営課題 複数回答（単位：先・N=1,325）

21

経営課題推移（過去５年）

2019 2020 2021 2022 2023

労働力 資材コスト 人材の育成

2-1

１位

２位

３位

４位

５位

１位

２位

３位

４位

５位

１位

２位

３位

４位

５位

１位

２位

３位

2023年版 農業法人白書（公社）日本農業法人協会 Ι２章 農業経営をとりまく課題と取組み

60.9%

48.1%

48.1%

41.7%

32.9%

32.9%

資材コスト

労働力

人材の育成

経営力の向上

基盤整備

価格転嫁ができない



77.8%
40.1%

36.4%
33.4%
33.0%

26.4%
7.5%
6.9%
6.8%
6.0%
5.5%
5.2%

3.2%
2.1%
1.3%
0.6%
0.6%
0.3%
1.1%

生産コストの上昇
労働力の不足

生産物価格の下落
価格転嫁ができない

天候不順等による収量の減少
流通コストの上昇

伝染病や病害虫の蔓延
後継者の不足

鳥獣害による被害
資金調達が困難

農業等の政策変更
自身や従業員の怪我・病気
地域における離農者の増加

消費者行動の変化
海外からの農産物の輸入

安全・安心に係ること
技術・ノウハウの流出

品種の海外流出
その他

59.1%
38.5%

37.5%
35.7%

33.3%
33.3%

23.3%
19.9%

19.3%
13.8%

11.3%
8.0%

7.1%
6.9%

5.9%
5.2%

3.3%
2.4%

1.7%
5.1%

複数販路の確保
収入保険への加入

従業員の給与水準や福利厚生の改善
スマート農業の導入

多品目生産
多角化経営

外国人材の活用
資材購入先の変更
民間保険への加入

国内資材の活用
労働安全衛生教育

経営継承に向けた計画の策定・実行
個人情報の適切な管理

災害等に備えたBCP等の策定
異業種展開

他地域・他県での生産
営業秘密の管理
経営統合・合併

その他
特にしていない

経営リスク 経営リスクへの対策複数回答（単位：先・N=1,265） 複数回答（単位：先・N=1,315）

6.9%

18.4%

0%

10%

20%

当協会会員
（N=1,315）

民間企業*²

事業継続計画（ＢＣＰ）の策定状況

*１ 農林水産省「収入保険データ集（令和６年１月末時点）」2024年３月
*２ (株)帝国データバンク「事業継続計画（BCP）に対する企業の意識調査」2023年6⽉

売上規模別収入保険加入状況 （N=1,162）

19.6%

20.1%

37.3%

46.4%

51.0%

80.4%

79.9%

62.7%

53.6%

49.0%

10億円以上

３億円～10億円未満

１億円～３億円未満

5,000万円～１億円未満

～5,000万円未満
加入                            未加入

経営リスク2-2
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■ 経営リスクは、「生産コストの上昇」「労働力の不足」「生産物価格の下落」が多い。
■ 経営リスクへの対策は「複数販路の確保」が最多。 次いで「収入保険への加入」。
■ 収入保険への加入状況は、売上規模が大きくなるほど「未加入」先の割合が多くなっている。
■ 事業継続計画（BCP）の策定状況は6.9％で、民間企業に比べ取組みが進んでいない状況。

農業版BCPガイドライン
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https://hojin.or.jp/agri/bcp_guideline/


■ 農業資材の購入先は、「農協系統」と「農業資材メーカー」が多く、次いで「小売業者」。
■ 購入先の選定理由は、「価格」が最も多く、「購入先との付き合い」と続く。

農業資材（購入先・購入理由）2-3

23

453

446

276

33

30

4

2

1

28

農協系統

農業資材メーカー

小売業者

ホームセンター

インターネット

海外から直接輸入

地元の農家

アプリ

その他

農業資材の購入先 （単位：先・N=1,273）

705

452

395

375

294

290

247

184

6

40

価格

購入先との付合い

品質・性能

納期

アフターケア

品揃え

専門的指導

決済サイトの長さ

口コミや評判

その他

複数回答 （単位：先・N=1,252）購入先の選定理由
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■ スマート農業技術を「導入している」先は54.7％で、「農薬・肥料散布のための先進機器」や
「生産プロセスの管理支援システム」を導入している先が多い。

■ 一方、導入しない理由は「収益性向上が見込めない」や「実情に合わない」が多い。
■ 業種別の導入割合では、「稲作」が81.1％と多く、「果樹」が28.8%と最も少ない。 

205

199

193

146

125

110

109

106

88

51

20

農薬・肥料散布のための先進機器

生産プロセスの管理支援システム

スマート田植機

スマートトラクタ

水管理・潅水・散水システム

センシング機器・カメラ・発情検知器等

施肥の調節・自動化のための先進機器

経営や出荷の管理支援システム

スマート収穫機

作業プロセスをアシストする先進機器

その他

複数回答（単位：先・N=933）

スマート農業技術を導入しない理由
複数回答（単位：先・N=394）

194

178

102

38

18

収益性向上が見込めない

実情に合わない

機器の性能が不十分

導入方法が分からない

その他

（N=933）

43.7%

28.8%

38.6%

46.1%

81.1%

56.3%

71.3%

61.4%

53.9%

18.9%

その他（N=103）

果樹（N=80）

畜産（N=171）

野菜（N=267）

稲作（N=312）
導入済                    未導入

業種別

33.3%

43.8%

51.8%

57.1%

61.5%

66.7%

66.7%

56.2%

48.2%

42.9%

38.5%

33.3%

80代～（N=24）

70代（N=130）

60代（N=218）

50代（N=210）

40代（N=257）

～30代（N=48）
導入済                    未導入

経営者年齢階層別 （N=887）

スマート農業技術の導入割合

スマート農業技術①（導入状況・導入しない理由）2-4

24

導入している

54.7%
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■ スマート農業技術導入時の相談先は、「メーカーやその代理店」が最も多く、次いで「他の農業法人の
 経営者や従業員」。

■ スマート農業技術の購入先に求める業歴等は、「機器の性能が十分であれば業歴は問わない」 が多い
 一方、「スタートアップ等も候補になるが業歴も考慮したい」や「業歴のあるメーカーに限り導入を検
討したい」先も一定数あった。

複数回答（単位：先・N=1,056）

738

342

163

154

109

100

69

23

18

51

メーカーやその代理店

他の農業法人の経営者や従業員

ネット上の評判や口コミ

普及指導員

専門のコンサルタント

農協職員（営農指導員やTAC）

行政機関職員（普及指導員を除く）

税理士など士業者

金融機関職員

その他

スマート農業技術導入時の相談先

スマート農業技術②（導入時の相談先・今後の購入先）2-5
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購入先に求める業歴等

602

187

146

274

機器の性能が十分であれば

業歴は問わない

スタートアップ等も候補

にはなるが業歴も考慮したい

業歴のあるメーカーに限り

導入を検討したい

分からない

複数回答（単位：先・N=1,209）

2023年版 農業法人白書（公社）日本農業法人協会 Ι２章 農業経営をとりまく課題と取組み



■ 今後の設備資金の調達先は、「金融機関」が757先と最も多い。そのうち、今後１年間の調達先として
期待している金融機関は、「日本公庫」が66.2％と最も多い。

■ 今後の設備投資の目的は、「更新・維持・補修」が56.9％と最多。
■ 過去１年間の設備投資の目的を経営者年代別でみると、40代以下は「増産・規模拡大」が58.5％ と多く、

 70代以上は「更新・維持・補修」が59.5％と多い。

設備資金の調達先 複数回答（単位：先） 設備投資の目的（今後１年間） 複数回答（N=982）

773(83.1%)

343(36.9%)

69(7.4%)

17(1.8%)

33(3.5%)

757(85.9%)

303(34.4%)

56(6.4%)

23(2.6%)

28(3.2%)

金融機関

自己資金

役員や家族

投資会社等

その他

過去1年間（N=930）
今後1年間（N=881）

過去１年間 今後１年間

■日本公庫 62.6％

■銀行・信金等 54.3%

■農協系統 46.7％

■日本公庫 66.2％

■銀行・信金等 55.4％

■農協系統       46.4%

設備投資の目的（過去１年間 経営者年代別）

１位 増産・規模拡大 58.5％

２位 更新・維持・補修 52.5％

３位 合理化・省力化 49.1％

～40代

50代～
60代

１位 更新・維持・補修 59.5％

２位 合理化・省力化 40.0％

３位 増産・規模拡大 30.2％

70代～

複数回答（N=994）

１位 更新・維持・補修 51.2％

２位 合理化・省力化 45.9％

３位 増産・規模拡大 39.3％

26

（N=773） （N=757）

１位 更新・維持・補修 56.9％

２位 増産・規模拡大 47.4％

３位 合理化・省力化 46.2％

４位 持続可能性の向上 24.6％

５位 新規部門の導入 15.8％
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金融機関との取引2-6



■ 輸出に「取組んでいる」先は13.3％で、前年から5.8ポイント増加。一方、「検討していな
い」は62.8％を占めている。

■ 輸出先国は、上位から香港、シンガポール、台湾とアジア地域が続き、次いでアメリカ。
■ 輸出先国別の輸出金額は、「100万～500万未満」が最多。

（N=1,289）

輸出先国別輸出金額 （複数回答・N=119）

61

71

21

24

7

6

～100万円未満

100万円～500万円未満

500万円～1,000万円未満

1,000万円～5,000万円未満

5,000万円～1億円未満

1億円～

13.3%

23.9%
62.8% 取組んでいる

検討中

検討していない

輸 出

27

輸出 （輸出先国・品目・金額)2-7

（複数回答・N=143）輸出先国

１位 香 港 60先

２位 シンガポール   37先

３位 台 湾 31先

４位 アメリカ 27先

５位 中 国 12先

（N=1,289）

11.9%

18.4%

9.1%

12.9%

15.2%

24.4%

25.4%

20.9%

24.0%

24.9%

63.8%

56.1%

70.0%

63.1%

59.9%

その他（N=160）

果樹（N=114）

畜産（N=230）

野菜（N=371）

稲作（N=414）

取組んでいる 検討中 検討していない業種別

1位 野菜類（芋、イチゴ等）
2位 米類
3位 果樹類（みかん等）/畜産類（卵、鶏肉等）

1位 野菜類（キャベツ、トマト等）
2位 米類
3位 果樹類（みかん等）

1位 米類
2位 果樹類（みかん等）
3位 野菜類（長芋等）

1位 米類
2位 野菜類（乾燥野菜、芋等）
3位 畜産類（牛肉、卵）

1位 米類
2位 野菜類（乾燥野菜、芋等）
3位 果樹類（みかん等）

「取組んでいる」
前年比

+5.8ポイント
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■ 物流問題2024による経営への影響は、「見込まれる」が89.2％を占めている。
■ 見込まれる課題は、「物流コストの上昇」が最も多い。
■ 対策としては、「物流経路の変更・多様化」を取組済または取組予定の先が多い。

1,093 

484 

381 

172 

88 

8 

物流コストの上昇

輸送期間の長期化

取引条件の変更

代替運送手段の確保

販売先の変更

その他の影響

経営への影響見込み （N=1,275）

物流問題2024（見込み・対策）2-8

28

対 策

114

85

49

43

10

168

125

88

98

31

物流経路の変更・多様化

商品や荷姿の改良

販売先の変更

共同輸送体制の構築

その他

取組済（N=179）

取組予定（N=254）

複数回答（単位：先・N=318）

課 題 （N=1,137）
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89.2%

7.4%
3.5%

見込まれる
見込まれない
わからない



３ 章
持続的な農業生産に向けた取組み



■ 令和３年５月に農林水産省が策定した「みどりの食料システム戦略」について、「戦略の
内容について知っていた」は39.0%で、昨年から5.6ポイント上昇。

■ 一方、「戦略があることは知っていたが、その内容については知らない」は31.7％、
「知らない」が29.4％となっている。

「みどりの食料システム戦略」について （N=1,342）

39.0%

31.7%

29.4%

戦略の内容について知っていた

戦略があることは知っていたが、

その内容については知らない

知らない

「みどりの食料システム戦略」について3-1
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59.8%

60.2%

63.6%

76.3%

76.4%

40.2%

39.8%

36.4%

23.7%

23.6%

その他（N=164）

果樹（N=118）

畜産（N=239）

野菜（N=384）

稲作（N=437）

業種別

71.9%

71.8%

74.0%

67.5%

66.2%

28.1%

28.2%

26.0%

32.5%

33.8%

10億円以上（N=96）

～10億円未満（N=177）

～3億円未満（N=396）

～1億円未満（N=246）

～5千万円未満（N=260）

売上規模別

知っている                              知らない

知っている                               知らない

（N=1,342）

（N=1,342）
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■ 有機農業に「すでに取組んでいる」 の割合は29.2％となっており、全国平均比で22.8 ポイント高く、
 有機JAS取得割合も全国に比べ高い水準となっている。

■ 「すでに取組んでいる」先は、営農地域では「中山間農業地域」の割合が高く、経営規模別では
どの階層も３割前後となっている。

（N=1,232） 有機ＪＡＳ取得割合

営農地域別 有機農業への取組み 経営規模別 有機農業への取組み

*１ 2020年農林業センサス
*２ 農林水産省「県別有機認証事業者数（令和４年３月31日現在）」「令和５年農業構造動態調査」

  をもとに（公社）日本農業法人協会作成

30.0%

26.5%

34.1%

31.1%

29.0%

18.8%

19.4%

13.8%

14.4%

18.1%

51.3%

54.1%

52.0%

54.4%

52.9%

100ha以上（N=80）

50～100ha未満（N=170）

30～50ha未満（N=123）

5～30ha未満（N=180）

5ha未満（N=155）

すでに取組んでいる 取組む予定がある 取組む予定はない

28.9%

30.8%

16.7%

15.4%

15.9%

11.9%

55.7%

53.3%

71.4%

平地農業地域

（N=616）

中山間農業地域

（N=548）

都市的地域

（N=42）

すでに取組んでいる 取組む予定がある 取組む予定はない

（N=1,206） （N=708）

有機農業への取組み

すでに
取組んでいる

29.2%

29.2%

11.8%

6.4%

0%

20%

40%

当協会

会員平均

法人経営体

平均*¹

全国平均*¹

有機JAS取得割合

10.4%
参考：全国有機JAS

取得割合は0.4%*²

全国比
+22.8ポイント

法人経営体比
+17.4ポイント

有機農業3-2

30

（N=1,312）
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■ 経済産業省・環境省・農林水産省が、平成25年度から運営しているCO2等の吸収量を「クレジット」とし
て国が認証するJ－クレジット制度に「すでに取組んでいる」は3.8％で、「今後、取組を予定している」
が9.4％。

■ 取組済または取組予定の方法論は、「水稲栽培における中干延長」と「バイオ炭の農地施用」が多い。
■ 課題は「わからない（制度を知らない）」が最多となっており、次いで、「制度が複雑」と続く。

J －クレジット課題
318

241
114
113
112

95
93

61
38

652

制度が複雑
書類作成等の事務負担が大きい

審査等に係るコストが高い
インセンティブが少ない

審査等に時間を要する
クレジットの取引価格が安価

クレジットの販売に不安がある
クレジットの創出量が少ない

その他
わからない（制度を知らない）

複数回答（単位：先・N=1,164）

J－クレジット意向 （N=1,326）

3.8%

9.4%

32.3%54.5%

すでに取組んでいる

今後、取組を予定している

制度のことは知っているが、

予定はわからない
制度のことを知らないので、

わからない

J－クレジット3-3

31

39

13

0

0

0

4

67

36

15

8

3

13

水稲栽培における中干延長

バイオ炭の農地施用

家畜排せつ物管理方法の変更

アミノ酸バランス改善飼料の給餌

茶園土壌への複合肥料の施肥

その他
取組済（N=50）

取組予定（N=125）
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■ 売上規模別では「１億円以上」の先は57.3％で、中小企業実態基本調査（以下「中小企業」）の
36.5％を20.8ポイント上回る。また、平均 従事者数は20.6名で、中小企業の16.2名を4.4名上回った。

■ 一方、2022年の従事者１名あたりの売上高は中小企業の７割弱で、生産性に課題がある事が
浮き彫りとなった。

【付録】 中小企業実態基本調査との比較について

平均売上高の推移 従事者１名あたり売上高の推移（単位：万円）

平均従事者数の推移売上規模
（人）

15.1%

2.8%

21.2%

7.4%

11.8%

11.6%

15.5%

20.8%

25.6%

42.1%

10.9%

15.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中小企業*¹

当協会会員

～1,000万円未満 1,000万円～3,000万円未満 3,000万円～5,000万円未満
5,000万円～1億円未満 1～5億円未満 5億円以上

（単位：万円）

*１ 「令和３年中小企業実態基本調査」 「令和４年中小企業実態基本調査」（中小企業庁）をもとに（公社）日本農業法人協会作成。
*２ 5年連続で回答した先のみ集計
*３ 2023年中小企業データは、2024年５月時点では未公表。

1,400 
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1,450
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2,250
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当協会会員（N=140)*²
中小企業*¹
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15.5 15.2 16.2 
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当協会会員（N=633）*²

中小企業*¹

57.3%

36.5%
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332023年版 農業法人白書（公社）日本農業法人協会 Ι協賛企業*１ （公社）日本農業法人協会のアグリサポート倶楽部会員または賛助会員のうち、ご協賛いただいた企業・団体です。
* 2 「2023年版農業法人白書」の内容は、全国農業法人実態調査の回答に基づき公表しており、協賛企業との直接的な関係はございません。

「2023年版農業法人白書」協賛企業*¹・*²

私たちは
日本農業法人協会の活動を応援しています！

https://www.kyoyu-agri.co.jp/
https://www.kumiai-chem.co.jp/
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